
（普　通　会　計）

R2国調 R2国調

R6住基 H27国調

 歳　　入　　総　　額 Ａ 基準財政収入額

 歳　　出　　総　　額 Ｂ 基準財政需要額

 歳 入 歳 出 差 引　Ａ－Ｂ Ｃ 標準財政規模

 翌年度に繰り越すべき財源 Ｄ 財政力指数 計

 実　質　収　支　Ｃ－Ｄ Ｅ 実質収支比率 92.6%

 単　年　度　収　支 Ｆ 公債費負担比率

 積　　　立　　　金 Ｇ 積立金現在高

 繰　 上　 償　 還 　金 Ｈ （うち財政調整基金）

 積 立 金 取 崩 し 額 Ｉ （うち減債基金）

 実質単年度収支 Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ Ｊ 地方債現在高 93.5%

（うち臨時財政対策債）

歳入　一般財源等総額

千円

特　　　別　　　職　　　等

経常一般財源比率

100.9

30 971,738千円

22 14,712世帯

0 21,819人

30 189千円

3 127千円

628千円

22人

※国保会計､介護保険会計、後期高齢者医療会計の収支額は精算額を含めない場合のもの ※一世帯あたり、一人あたりについては、年平均加入世帯数、

　 　 年平均被保険者数をそれぞれ15,647世帯と23,756人で計算

都道府県名 三　重　県

団体コード ２４２０５５ 市 町 村 類 型 Ⅲ － ２ 歳 入 性 質 別 歳 出

決算額 一 般 財 源 等
経 常 経 費 充 当
一 般 財 源 等 額

経 常 収 支
比 率区 分

決 算 額 構 成 比

(千円) (％) (千円) (千円) (％)決　　算　　状　　況 市町村名 桑　名　市
(千円) (％) (千円) (％)

構成比
経常一般財源

等収入額
左の構成比令和５年度 ふりがな く わ な し

交 付 税 種 地 区 分 Ⅰ － ４ 区 分

人　　　　　口 面積 人口密度  
人口集中
地区人口

産　業　構　造　就　業　人　 口　　（人） 地 方 税 23,331,511 8,355,394 8,304,455 25.3

区　分 第１次 第２次 第３次 地 方 譲 与 税 424,397 0.7 

36.7 22,244,034 68.5 人 件 費 9,735,095 16.1 

5,437,063 5,433,860 16.6
（k㎡） （人） （人）

424,397 1.3 う ち 職 員 給 6,630,238 10.9 

国勢調査

令和２年 138,613人

136.65

R　2 1,090 

住　　民 R6.1.1 138,963人 1,017 

11.4

平成27年 140,303人 1,014 74,955 国　調 1.6% 33.6% 64.8% 配 当 割 交 付 金

0.0 扶 助 費 13,254,223 21.9 4,911,175 3,721,560 22,211 42,809 利 子 割 交 付 金 9,280 0.0 9,280 

10.7 5,667,675 5,667,675 17.3

増減率 ▲ 1.20% H　27 1,365 22,569 43,376 

186,371 0.3 186,371 0.6 公 債 費 6,488,168 

元 利 償 還 金 6,488,168 10.7 5,667,675 5,667,675 17.3株式等譲渡所得割交付金 204,685 0.3 204,685 0.6 

3,461,575 5.4 3,461,575 10.7 一 時 借 入 金 利 子 0 0.0 0 0 0.077,836 国　調 2.0% 33.5% 64.5% 地 方 消 費 税 交 付 金

54.0 

台　　帳 増減率 ▲ 0.43% 広域圏 中部圏 ごみ処理

41,775 0.1 41,775 0.1 小 計 29,477,486 基　　本 R5.1.1 139,563人 指 定 団 体 等 の 状 況 事 務 の 共 同 処 理 の 状 況 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

し尿処理 後期高齢者医療 税務事務 退職手当 自 動 車 取 得 税 交 付 金 4,003 

48.6 18,934,244 17,693,690 

5,779,285 4,996,095 15.2

自 動 車 税 環 境 性 能 割 65,262 0.1 65,262 0.2 維 持 補 修 費 541,004 

0.0 4,003 0.0 物 件 費 8,535,370 14.1 

0.9 290,905 170,052 0.5

収 支 指 標 等 健全化判断比率 法 人 事 業 税 交 付 金 369,747 0.6 3,840,040 11.7

区 分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和５年度 指 数 等 実質赤字比率 地 方 特 例 交 付 金 等

369,747 1.1 補 助 費 等 7,195,199 11.9 6,063,131 

2.2 1,344,007 1,136,705 3.5

63,231,490 63,534,065 63,602,821 21,126,915 千円
-

地 方 交 付 税

182,289 0.3 182,289 0.6 一 部 事 務 組 合 負 担 金 1,344,007 

7.1 3,536,006 0 0.0

59,658,017 59,695,754 60,614,035 26,223,713 千円 普 通 5,148,591 

5,962,908 9.4 5,148,591 15.9 積 立 金 4,329,603 

0 0 0.015.9 投 資 ・ 出 資 ・ 貸 付 金 176,980 0.3 

3,573,473 3,838,311 2,988,786 32,498,215 千円 連結実質赤字比率 特 別 814,317 

8.1 5,148,591 

3,707,093 3,657,017 11.2

502,971 398,449 476,334 0.805（R5-0.815）
-

震 災 復 興 0 

1.3 - - 繰 出 金 4,483,093 7.4 

0 30,356,894 92.6

3,070,502 3,439,862 2,512,452 7.7 %     小 計 34,243,803 53.9

0.0 - - 前 年 度 繰 上 充 用 金 0 0.0 

経常収支比率32,342,009 99.6 投 資 的 経 費 5,875,300 9.7 1,497,068 

895,359 369,360 ▲927,410 13.3 %     実質公債費比率 交通安全対策特別交付金 12,200 0.0 12,200 30,356,894

1,242,557 2,454,511 1,857,981 15,970,526 千円
7.2 %

分 担 金 及 び 負 担 金 1,368,202 2.2 0 

0.0 う ち 人 件 費 203,569 0.3 203,541 経常経費充当
一般財源等額

経常一般財源
等収入額 32,782,900

1,017,302 0 0 6,557,167 千円 使 用 料 592,192 

0.0 

内

訳

普 通 建 設 事 業 費 5,858,014 9.7 1,497,068 

0.4 補 助 1,464,568 2.4 297,688 

0 

※臨時財政対策債 301,900

0 1,003,759 2,338,842 1,575,457 千円 将来負担比率 手 数 料 237,932 1,199,380 
減収補てん債特例分 0

0.0 単 独 4,393,446 7.2 

0.9 126,318 

3,155,218 1,820,112 ▲1,408,271 62,821,648 千円
36.4 %

国 庫 支 出 金 9,686,382 

0.4 0 

を除く経常収支比率

22,858,446 千円 県 支 出 金 3,686,023 5.8 0 0.0 失 業 対 策 事 業 費 0 

15.2 0 0.0 災 害 復 旧 事 業 費 17,286 0.0 

0.0 0 

R5以降債務負担行為額 11,837,142 千円 財 産 収 入 493,027 0.8 0 0.0 

42,774,534

32,481,000

27,047,625

給 料 （ 報 酬 ）
月 額

う ち 臨 時 財 政 対 策 債 301,900 0.5 0 0.0 

一　　　　般　　　　職　　　　員　　　　等 繰 入 金 3,775,148 5.9 0 0.0 

寄 附 金 512,985 0.8 0 0.0 

0.0 

0.0 

一 般 職 員 662 214,747 324,391 市 長 1,028,000 H16.12.6

区 分
120.1%

（人） （千円） （円） （円）
地 方 債 3,507,800 5.5 

改 定 実 施
年 月 日

繰 越 金 3,838,311 6.0 0 0.0 

諸 収 入 1,648,816 2.6 473 
職 員 数 A
（ R6.4.1 ）

R6 ． 4 月 分
給 料 総 額 B

一 人 あ た り
支給月 額 B/A

区　　　分

0 

消 防 職 員 250 80,947 323,788 副 市 長 0.0 

教 育 公 務 員 61 23,995 393,361 教 育 長 642,000 H16.12.6 合 計 63,602,821 

781,000 H16.12.6 うち減収補てん債特例分 0 0.0 0 

(％) (％) (％) (％) (％)

合 計

39,807,732 

技 能 労 務 職 員 27 8,124 300,889 市 議 会 議 長 590,000 H16.12.6 目 的 別 歳 出 市 税

100.0 32,481,000 100.0 合 計 60,614,035 100.0

327,813 市 議 会 議 員

H16.12.6
区 分

決 算 額 構 成 比 一 般 財 源 等
決 算 額 の う ち
普 通 建 設 事 業

臨 時 職 員 0 0 － 市 議 会 副 議 長 510,000 

 ラ ス パ イ レ ス 指 数
令和３年度 令和４年度 令和５年度

460,000 H16.12.6
現 年 滞 納

（千円） (％) （千円） （千円） （千円）

区 分
決 算 額 構 成 比 増 減 率

99.6% 10.7%

徴 収 率

合 計 1,000 327,813 

97.2%

100.9 100.5 総 務 費 8,762,191 14.5 6,310,343 937,974 法 人 分 1,123,297

個 人 分 9,704,461 41.6 2.7% 99.1% 30.1%議 会 費 354,771 0.6 353,410 0 
市 民 税

4.8 ▲ 21.1% 97.2%

公 営 事 業 民 生 費 21,625,585 35.7 11,298,409 31.0% 98.1%

事 業 名
法 適 用
の 有 無

収 支 額
普通会計から
の 繰 入 額

職員数
国 民 健 康 保 険 事 業 衛 生 費 5,729,256 

371,668 固 定 資 産 税 10,021,787 42.9 0.8% 99.5%

2.8% － － 95.0%

収 支 額 353,387千円 労 働 費 70,906 0.1 24,818 

9.5 4,654,429 156,188 軽 自 動 車 税 389,659 1.7

－ 100.0%市 た ば こ 税 934,738 4.0 0.6% 100.0%
（千円） （千円） （人）

水 道 有 109,229 20,260 普 通 会 計 か ら の 繰 入 額

0 

0 － - － － －農 林 水 産 業 費 1,058,371 1.7 582,759 196,999 鉱 産 税

－ - － － －

農 業 集 落 排 水 無 0 112,334 被 保 険 者 数

362,609 0.6 257,746 10,450 特 別 土 地 保 有 税 0下 水 道 有 428,946 1,700,000 加 入 世 帯 数 商 工 費

0 － - － － －土 木 費 7,447,033 12.3 4,516,587 3,160,778 法 定 外 普 通 税

5.0 1.1% 99.5% 31.0% 98.4%

後期高齢者医療 ― 69,399 321,120 被 保 険 者 一 人 あ た り 保 険 税 調 定 額

3,051,172 5.0 1,542,101 588,844 法 定 目 的 税 1,157,569介 護 保 険 ― 431,132 1,608,196 一 世 帯 あ た り 保 険 税 調 定 額 消 防 費

70,092 0.3 ▲ 0.5% 100.0% － 100.0%教 育 費 5,646,687 9.3 4,599,455 435,113 入 湯 税

99.4% 31.0% 98.3%災 害 復 旧 費 17,286 0.0 0 － 都 市 計 画 税

職 員 数 (R5.4.1)

1,087,477 4.7 1.2%被 保 険 者 一 人 あ た り 費 用

0 － － － － －公 債 費 6,488,168 10.7 5,667,675 － 法 定 外 目 的 税

0 － － － － －諸 支 出 金 0 0.0 0 0 旧 法 に よ る 税

前 年 度 繰 上 充 用 金 0 0.0 0 －

23,331,511 100.0 0.3% 99.3% 29.1% 97.8%合 計 60,614,035 100.0 39,807,732 5,858,014 合 計


